
国保医療課

福祉医療・後期高齢者医療担当

3358

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B16
後期高齢者医療対策費 民生費 老人福祉費 後期高齢者医療対策費

戦略項目 03 医療の安心

分野施策 010302 地域医療体制の充実

１　事業の概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

　　右記（※）のとおり

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源

決定額 50,094,507 50,094,507 1,339,331

前年額 48,755,176 48,755,176

平成25年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

社会福
祉費

事 業
期 間

平成20年度～ 根 拠
法 令

ア法（高確法）96①　イ法96②　ウ法附則14④　エ法99③　
オ健康保険法等の一部を改正する法律附則38、旧老健法50

　　後期高齢者医療制度を円滑に運営するため、広域連
　合及び市町村に対し、必要な負担金を交付する。

　（１）定率負担金　　　　　　　　41,243,281千円
　（２）高額医療費負担金　 　　　　2,294,983千円
　（３）不均一保険料負担金　　　   　  4,752千円
　（４）保険基盤安定事業費負担金 　6,551,486千円
　（５）老人保健医療対策費　　　　 　      5千円

　（１）事業内容
　　　ア　定率負担金…医療給付費の公費負担分の1/6を広域連合へ交付。
　　　イ　高額医療費負担金…レセプト1件当たり80万円超の医療費について超過額のうち保険料で賄う部分の1/4を
　　　　広域連合へ交付。
　　　ウ　不均一保険料負担金…不均一保険料により減額された金額の1/2を広域連合へ交付。
　　　エ　保険基盤安定事業負担金…低所得者等に対する保険料軽減分の3/4を市町村へ交付。
　　　オ　老人保健医療費対策費…旧老人保健法に基づく医療給付費の公費負担分の1/6を市町村へ交付。
　（２）事業計画
　　　ア　事業目標・達成水準　後期高齢者医療制度の円滑な運営
　　　イ　今後の計画・事業展開　平成26年度～　(1)のうち平成25年度で終了する予定のウを除く負担金を交付。
　　　ウ　事業実績　別添資料のとおり。
　（３）事業効果
　　　　　後期高齢者医療制度の健全かつ円滑な運営
　　　（過去3年の実績）
　　　    平成21年度　被保険者数 546,928人
　　　　　　　　　 　1人当医療費 818,223円
　　　    平成22年度　被保険者数 577,401人
                   　1人当医療費 836,082円
　　　    平成23年度　被保険者数 610,080人
                   　1人当医療費 843,396円（速報値）

（※）２　事業主体及び負担区分
 （１）広域連合 公費負担分のうち 国4/6(県1/6)市町村1/6
 （２）広域連合 国1/4(県1/4)広域連合:保険料1/2
 （３）広域連合 国1/2(県1/2)
 （４）市町村　 (県3/4)市町村1/4,
 （５）市町村　 公費負担分のうち 国4/6(県1/6)市町村1/6

　  普通交付税（単位費用）
　(区分)高齢者保健福祉費(細目)高齢者保険費(細節)高
　齢者保険費(積算内容)後期高齢者医療給付費負担金、
　高額医療費等負担金、保険基盤安定事業

　　 9,500千円×0.4人＝3,800千円

前年との
対比

― 保健医療部 B16 ―


	予算見積調書

